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Ｚ－72－Ｄ ラストスパート模試 第１予想〔第一問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ1 － 

問１ 

⑴（10点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0点） 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ2 － 

⑴（続き）（10点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ3 － 

⑵ 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ4 － 

⑶0点） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ5 － 

⑶（続き）（ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ6 － 

問２ 

⑴ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ7 － 

⑵ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ8 － 

⑶ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ9 － 

⑶（続き）（10 点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｚ－72－Ｄ ラストスパート模試 第１予想〔第二問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ10 － 

問１ 
⑴ 甲社における資本組み入れに係る会計上の仕訳を示しなさい。 

【会計上の仕訳】                                  （単位：円） 

借   方 貸   方 

項   目 金   額 項   目 金   額 

資 本 準 備 金 5,000,000 資 本 金 10,000,000 

利 益 準 備 金 5,000,000 
  

⑵ 甲社における当期の｢別表四 所得の金額の計算に関する明細書｣、｢別表五㈠Ⅰ 利益積立金額の計算

に関する明細書｣及び｢別表五㈠Ⅱ 資本金等の額の計算に関する明細書」を示しなさい。 

【別表四 所得の金額の計算に関する明細書】                     （単位：円）

区  分 総 額 留 保 社外流出 

加

算 

    

     

減

算 

    

      

【別表五㈠Ⅰ 利益積立金額の計算に関する明細書」                  （単位：円）

Ⅰ 利益積立金額の計算に関する明細書 

区  分 
期 首 現 在 
利益積立金額 

当 期 の 増 減 差引翌期首現在 
利益積立金額 減 増 

利 益 準 備 金 20,000,000   15,000,000 

資 本 金 等 の 額 5,000,000    5,000,000 

【別表五㈠Ⅱ資本金等の額の計算に関する明細書」                   （単位：円）

区    分 
期 首 現 在 
資本金等の額 

当  期  の  増  減 差引翌期首現在 
資 本 金 等 の 額 減 増 

資本金又は出資金 100,000,000 10,000,000 
 

110,000,000 

資 本 準 備 金 20,000,000 5,000,000  15,000,000 

利 益 積 立 金 額  △ 5,000,000 △ 5,000,000 

差 引 合 計 額 120,000,000 5,000,000 5,000,000 120,000,000 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ11 － 

 
問２  
⑴ 乙社 
【税務上の仕訳】                                  （単位：円） 

借   方 貸   方 

項   目 金   額 項   目 金   額 

資 本 金 等 の 額 25,000,000 現 金 預 金 25,000,000 

    

    

【別表四 所得の金額の計算に関する明細書】                     （単位：円）

区  分 総 額 留 保 社外流出 

加

算 

    

     

減

算 

    

      

【別表五㈠Ⅰ 利益積立金額の計算に関する明細書」                  （単位：円）

Ⅰ 利益積立金額の計算に関する明細書 

区  分 
期 首 現 在 
利益積立金額 

当 期 の 増 減 差引翌期首現在 
利益積立金額 減 増 

    15,000,000 

     

資 本 金 等 の 額 5,000,000    5,000,000 

【別表五㈠Ⅱ資本金等の額の計算に関する明細書」                   （単位：円）

区    分 
期 首 現 在 
資本金等の額 

当  期  の  増  減 差引翌期首現在 
資 本 金 等 の 額 減 増 

資 本 剰 余 金 ××× 10,000,000 
 

110,000,000 

  5,000,000  15,000,000 

  △ 5,000,000 △ 5,000,000 

  5,000,000 5,000,000 120,000,000 

 
  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ12 － 

⑵ 甲社 
【税務上の仕訳】                                  （単位：円） 

借   方 貸   方 

項   目 金   額 項   目 金   額 

現 金 預 金 25,000,000 乙 社 株 式 28,950,000 

資 本 金 等 の 額 3,950,000   

    
                          
【別表四 所得の金額の計算に関する明細書】                      （単位：円）  

区  分 総 額 留 保 社外流出 

加

算 

    

     

減

算 

    

      

【別表五㈠Ⅰ 利益積立金額の計算に関する明細書」                  （単位：円）

Ⅰ 利益積立金額の計算に関する明細書 

区  分 
期 首 現 在 
利益積立金額 

当 期 の 増 減 差引翌期首現在 
利益積立金額 減 増 

    15,000,000 

     

資 本 金 等 の 額 5,000,000    5,000,000 

【別表五㈠Ⅱ資本金等の額の計算に関する明細書」                    （単位：円）  

区    分 
期 首 現 在 
資 本 金 等 の 額 

当  期  の  増  減 差引翌期首現在 
資 本 金 等 の 額 減 増 

資本金又は出資金 100,000,000 10,000,000 
 

110,000,000 

資 本 準 備 金 20,000,000 5,000,000  15,000,000 

利 益 積 立 金 額  
 

 

    

差 引 合 計 額  5,000,000 ★  6,050,000 ★ 120,000,000 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ13 － 

問３  
⑴ 当社の当期における税務上調整すべき金額（ 加算・減算の別及び留保・社外流出の別）及びその計

算過程を記載しなさい。 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程（単位：円） 

納税充当金支出事業税等（減算留

保）17,222,200 円★ 

損金経理法人税及び地方法人税

（加算留保）10,897,600 円★ 

損金経理住民税（加算留保）

988,000 円★ 

損金経理納税充当金（加算留保）

18,578,100 円★ 

損金経理罰科金等（加算社外流

出）150,000 円★ 

損金経理過怠税（加算社外流出）

120,000 円★ 

 

 

 

損金経理住民税  

 197,600＋790,400＝988,000円 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ14 － 

⑵ 当期の「別表五㈡ 租税公課の納付状況等に関する明細書（一部）」を示しなさい。  （単位：円） 

 

 

税目及び事業年度 

期首現在 
未納税額 当期発生税額

当期中の納付税額 

省
略 

充当金取崩しに
よる納付 

仮払経理に 
よる納付 

損金経理に 
よる納付 

① ② ③ ④ ⑤ 

法
人
税
及
び
地
方
法
人
税 

3.4.1～4.3.31 2 13,075,200  13,075,200   

当
期
分 

中 間 3  10,897,600   ★ 10,897,600

確 定 4  13,456,600    

計 5 13,075,200 24,354,200 13,075,200  10,897,600

道
府
県
民
税 

3.4.1～4.3.31 7 220,800  ★  220,800   

当
期
分 

中 間 8  197,600  197,600

確 定 9  244,000    

計 10 220,800 441,600 220,800  197,600

市
町
村
民
税 

3.4.1～4.3.31 12 883,200 883,200   

当
期
分 

中 間 13  ★  790,400  790,400

確 定 14  976,000    

計 15 883,200 1,766,400 883,200  790,400

事
業
税 

3.4.1～4.3.31 17  ★ 3,043,000 3,043,000   

当期中間分 18  ★ 2,536,200  2,682,700

計 19  5,579,200 3,043,000  2,682,700

そ
の
他 

損金算入のもの  19,965,300   ★ 19,965,300

損金不算入のもの  270,000    270,000



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ15 － 

  

納税充当金の計算 

期首納税充当金 30 17,222,200

取 
 

 

崩 
 

 

額 

そ 

の 

他 

損金算入のもの 36  

繰 

入 

額 

損金経理をした納税充当金 31 ★  18,578,100 損金不算入のもの 37  

 32  38  

計 (31)＋(32) 33 18,578,100 仮払税金消却 39  

取
崩
額 

法人税額等(5の③)＋(10の③)＋(15の③) 34 ★  14,179,200 計 
(34)＋ (35)＋(36)＋(37)＋(38)＋(39)

40 17,222,200

事業税 (19の③) 35 3,043,000 期末納税充当金  
 (30)＋(33)－(40) 

41 18,578,100



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ16 － 

問４ 

⑴ 法人税法第50条に規定する交換の圧縮記帳による圧縮限度額及び取得建物に係る償却限度額について、

計算過程を示しつつ、算定しなさい。 

【土地の圧縮限度額】 

★ 38,208,000円 

【建物の圧縮限度額】 

★  5,616,000円 

【建物の償却限度額】 

★   358,272円 

【圧縮限度額及び償却限度額の計算過程】                       （単位：円） 

１．圧縮限度額 

720,000円  

⑵ 圧縮限度額 

① 土 地 

84,000,000－{30,000,000＋1,392,000＋(84,000,000－69,600,000)}＝38,208,000円  

② 建 物 

31,200,000－(28,800,000＋720,000)×
31,200,000

31,200,000＋4,800,000
＝5,616,000円  

２．償却限度額 

⑴ 耐用年数 

① 判 定 

31,200,000×50％＝15,600,000円＜19,200,000円≦64,800,000×50％＝32,400,000円  ∴ 折衷

法 

② 耐用年数 

(31,200,000＋19,200,000)÷(
31,200,000

 ※40
＋
19,200,000

50
)＝43.2… → 43年 ★ 

※ (50－12)＋12×20％＝40.4 → 40年 

⑵ 償却限度額  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ17 － 

⑵ 本問交換について、帳簿価額を引き継ぐ方法（交換譲渡資産の帳簿価額を取得価額に計上する方法）

の会計上の交換の仕訳を示しなさい。 

なお、その仕訳によった場合の圧縮限度額を超える部分の金額を、計算過程を示しつつ、算定しなさい。 

【帳簿価額を引き継ぐ場合の交換の会計上の仕訳】                    （単位：円） 

借   方 貸   方 

項   目 金   額 項   目 金   額 

土 地 ★ 30,000,000 土 地 30,000,000 

建 物 28,800,000 建 物 28,800,000 

雑 損 失 ★  9,600,000 現 金 預 金 9,600,000 

譲 渡 経 費 2,112,000 現 金 預 金 2,112,000 

    

    

【土地について圧縮限度額を超える部分の金額】★ 

15,792,000円 

【建物について圧縮限度額を超える部分の金額】★ 

     ０円 

【圧縮限度額を超える部分の計算過程】                       （単位：円）★ 

１．土 地 

(84,000,000－30,000,000)－38,208,000＝15,792,000円 

２．建 物 

(31,200,000－28,800,000)－5,616,000＝△3,216,000 → ０（切捨て） 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ18 － 

問５  
⑴ 売掛金（Ａ社）と貸付金（Ｂ社）について、期末時換算法を選定した場合の為替差損益は、いくらに

なるか。 

【計算過程】                                    （単位：円）

１．売掛金（Ａ社） 

⑴ 計上前簿価 

6,150,000円 

⑵ 税務上の簿価 

50,000×125＝6,250,000円 

⑶ 為替差益 

⑵－⑴＝100,000円 ★ 

２．貸付金 

⑴ 計上前簿価 

29,750,00  

 

 為替差損 又は 為替差益 
いずれかを○で囲むこと。 

★    1,600,000円

⑵ 売掛金（Ａ社）と貸付金（Ｂ社）について、換算方法を選定しなかった場合の為替差損益は、いくら

になるか。 

【計算過程】                                    （単位：円） 

１．売掛金（Ａ社） 

⑴ 計上前簿価 

6,150,000円 

⑵ 税務上の簿価 

50,000×125＝6,250,000円 

⑶ 為替差益 

⑵－⑴＝100,000円 

２．貸付金 

  長期外貨建債権であり、発生時換算法となるため、為替差損益は発生しない。★ 

３．合計 100,000円 

 
為替差損 又は 為替差益 
いずれかを○で囲むこと。 

★     100,000円



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ19 － 

⑶ 借入金（Ｃ社）の為替予約差額について、２つの計算方法による益金算入額又は損金算入額を示しな

さい。 

【原則による計算過程】                               （単位：円）

(123－121)×50,000ドル＋(124－123)×50,000ドル×
２

10
＝110,000円 

 
為替差損 又は 為替差益 
いずれかを○で囲むこと。 

★
110,000円

【特例による計算過程】                               （単位：円）

(124－121)×50,000ドル＝150,000円 

 
為替差損 又は 為替差益 
いずれかを○で囲むこと。 

★
110,000円

有利な方 特例★      



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ20 － 

問６ 

⑴ 〔資料６〕に基づき、当社の当期における税務上調整すべき金額（ 加算・減算の別及び留保・社外

流出の別）及びその計算過程を記載しなさ い。 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程（単位：円） 

繰延資産償却超過額（加算留

保）2,687,500 円★ 

譲渡損益調整勘定繰入額（加算

留保）75,000,000 円★ 

 

 

１．開発負担金 

⑴ 償却期間 

８年 

⑵ 償却限度額 

3,000,000×
10

８×12
＝312,500円 

⑶ 償却超過額 

3,000,000－312,500＝2,687,500円 

２．譲渡損益調整勘定繰入額 

 25,000,000×５－50,000,000＝75,000,000円 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 －答Ｄ21 － 

⑵ 当期の「別表十四㈡ 寄附金の損金算入に関する明細書」を示しなさい。      （単位：円）  
公 益 法 人 等 以 外 の 法 人 の 場 合 

一
般
寄
附
金
の
損
金
算
入
限
度
額
の
計
算 

支
出
し
た
寄
附
金
の
額 

指定寄附金等の金額 1 ★   800,000 

特定公益増進法人等に対する寄附金額 2 ★   700,000 

その他の寄附金額 3 ★   500,000 

計 ⑴＋⑵＋⑶ 4 2,000,000 

完全支配関係がある法人に対する寄附金額 5 45,000,000 

計 ⑷＋⑸ 6 47,000,000 

所得金額仮計 7 22,580,000 

寄附金支出前所得金額 ⑹＋⑺ 8 69,580,000 

同上の 2.5/100 相当額 9 1,739,500 

期末の資本金及び資本準備金の額の合計額 10 ★ 125,000,000 

同上の月数換算額 ⑽×  /12 11 125,000,000 

同上の 2.5/1,000 相当額 12 312,500 

一般寄附金の損金算入限度額(⑼＋⑿)× 1/4 13 513,000 

別
損
金
算
入
限
度
額 

に
対
す
る
寄
附
金
の
特 

特
定
公
益
増
進
法
人
等 

寄附金支出前所得金額の 6.25/100 相当額 ⑻× 6.25/100 14 4,348,750 

期末の資本金及び資本準備金の額の合計額の月数換算額の
3.75/1,000 相当額 ⑾× 3.75/1,000 

15 468,750 

特定公益増進法人等に対する寄附金の特別損金算入限度額
(⒁＋⒂)× 1/2 

16 ★  2,408,750 

特定公益増進法人等に対する寄附金の損金算入額(⑵と(⒁又は⒃)のうち
少ない金額) 

17 ★   700,000 

指定寄附金等の金額 ⑴ 18 800,000 

国外関連者に対する寄附金額 19 0 

⑷の寄附金額のうち同上の寄附金以外の寄附金額 ⑷－⒆ 20 500,000 

損
金
不
算
入
額 

同上のうち損金の額に算入されない金額 ⒇－(⑼又は⒀)－⒄－⒅ 21 0 

国外関連者に対する寄附金額 ⒆ 22 0 

完全支配関係がある法人に対する寄附金額 ⑸ 23 ★  45,000,000 

計 (21)＋(22)＋(23) 24 ★  45,000,000 
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Ｚ－72－Ｄ ラストスパート模試 第２予想〔第一問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 －答Ｄ1 － 

問１ 

（Ａ社の仕訳） 

借 方 貸 方 

項 目 金 額 項 目 金 額 

  

  

  

  

  

 

（Ｂ社の仕訳） 

借 方 貸 方 

項 目 金 額 項 目 金 額 

  

  

  

  

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 －答Ｄ2 － 

（法的な理由・考え方） 

Ａ 社 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 －答Ｄ3 － 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 －答Ｄ4 － 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 －答Ｄ5 － 

（法的な理由・考え方） 

Ｂ 社 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 －答Ｄ6 － 

問２ 

設問１0点） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設問２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 －答Ｄ7 － 

設問３0点） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｚ－72－Ｄ ラストスパート模試 第２予想〔第二問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 －答Ｄ8 － 

⑴ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程 

損金経理納税充当金（加算・留

保）266,652,100 円★ 

法人税等調整額（加算・留保） 

33400000 円★ 

納税充当金支出事業税等（減算・

留保）58,913,600 円★ 

未払事業所税否認（加算・留保）

4,964,000 円★ 

損金経理罰科金等（加算・流出）

300,000 円★ 

役員給与損金不算入額（加算・流

出）5,000,000 円★ 

 

 

１．納税充当金支出事業税等  

228,376,400－154,861,200－14,601,600＝58,913,600 円 

２．未払事業所税  

 8,220,000－3,256,000＝4,964,000 円 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 －答Ｄ9 － 

⑵ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程 

Ｃ社株式譲渡損益調整勘定繰入額

（減算・留保）30,000,000 円☆ 

土地譲渡損益調整勘定繰入額（減

算・留保）3,000,000 円☆ 

土地譲渡損益調整勘定戻入額（加

算・留保）6,000,000 円☆ 

土地減損損失否認額認容（減算・

留保）2,000,000円☆ 

 

１．Ｂ社株式の譲渡 

 ⑴ みなし配当  

1,000,000－30,000,000×１％＝700,000円 ★ 

⑵ 有価証券 

 ① 会社計上の帳簿価額    

29,700,000円 

 ② 税務上の帳簿価額   

 ｛29,700,000＋（1,000,000－700,000）｝×（100％－

１％）＝29,700,000円 

③ ①＝②  ∴ 税務調整なし 

２．Ｃ社株式（有価証券） 

80,000,000－30,000,000＝50,000,000円≧10,000,000円 

∴ 譲渡損益調整資産に該当 

３．土 地 

 ⑴ 判 定 

   8,000,000＋2,000,000＝10,000,000円★≧10,000,000円 

∴、譲渡損益調整資産に該当 

 ⑵ 譲渡損益調整勘定繰入額 

13,000,000－10,000,000＝3,000,000円 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 －答Ｄ10 － 

⑶ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程 

Ｅ株式評価益計上もれ認容（減

算・留保）1,600,000 円☆ 

Ｅ株式評価益計上もれ（加算・

留保）1,500,000円☆ 

Ｆ社社債計上もれ（加算・留

保）1,500,000 円☆ 

法人税額控除所得税額（加算・

流出）577,886 円☆ 

 

 

 

１．前期評価益 

⑴ 税務上の簿価 

4,800,000＋2,500,000＋13,500,000＝20,800,000円 

⑵ 時価評価金額  

2,800×（2,000＋1,000＋5,000）＝22,400,000円 

⑶ 計上もれ（当期計上もれ認容） 

⑵－⑴＝1,600,000円 

２．当期評価損 

⑴ 税務上の簿価  

20,800,000×
5,000

8,000
＝13,000,000円 

⑵ 時価評価金額  

2,900×5,000＝14,500,000円 

⑶ 計上もれ 

⑵－⑴＝1,500,000円 

３．受取配当等の益金不算入額 

⑴ 短期所有株式等に係る配当等の額 

3,000 株 ×

8,000株×
5,000株

3,000株＋5,000株

8,000株
＝ 1,875 株

400,000×
1,875

8,000
＝93,750円 ★ 

⑵ 配当等の額 

① 完全子法人株式等  

1,980,000＋700,000＝2,680,000円 ★ 

② 非支配目的株式等 

 400,000－9 

月 

⑴＋⑵＝577,886 円 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 －答Ｄ11 － 

⑶（続き） 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 －答Ｄ12 － 

⑷ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程 

Ｈ社貸倒損失否認（加算・留保）

45,000,000 円☆ 

Ｊ社個別貸倒引当金繰入超過額

（加算・留保）500,000 円☆ 

一括貸倒引当金繰入超過額（加

算・留保）3,677,340 円☆ 

 

 

 

１．詐欺損失 

令和４年５月10日に詐欺にあい、損失が発生したため、その

損失額20,000,000円は当期の損金算入★ 

一方、損害賠償請求権に係る益金の計上時期は、支払を受け

るべきことが確定した日又は実際に支払を受けた日の属する事

業年度であるため、当期において益金の額に算入しない。 

また、貸倒損失の計上時期も翌期であるため、当期において

は損金の額に算入しない。    

２．Ｈ社貸倒損失 

更生計画認可の決定は平成25年５月15日であることから、そ

の決定により切捨てられた金銭債権の貸倒損失の認識時期は、

同日の属する事業年度となる。したがって、当期に貸倒損失に

計上した金額は損金の額に算入されない。 

なお、法的に債権は消滅しているため、その貸倒損失否認額

は個別評価金銭債権又は一括評価金銭債権の額に加算しない。

３．Ｉ社貸倒損失 

Ｉ社に対する工事未収入金8,000,000円のうち切り捨てられ

ることとなった70％相当額は、債権者集会の協議決定に基づく

合理的な基準によるものである。 

したがって、貸倒損失に計上した5,600,000円は損金の額に

算入★されるため、税務調整はない。 

４．Ｊ社貸倒引当金 

⑴ 繰入限度額 

   (3,000,000－1,000,000)×50％＝1,000,000円 

⑵ 繰入超過額 

   3,000,000×50％－⑴＝500,000円 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 －答Ｄ13 － 

⑷（続き） 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 －答Ｄ14 － 

⑸ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程 

交際費等の損金不算入額（加算・

流出）20,110,500 円☆ 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費 

5,120,000 ＋ 1,800,000 ＋ 300,000 ＋ 12,000 ※ ＝

14,456,000円  

※ 
330,000

55
＝6,000円＞5,000円  ∴ 接待飲食費

★ 

② ①以外 

50,000＋13,604,500＝13,654,500円 ★ 

③ 合 計 

  ①＋②＝28,110,500円 

⑵ 損金算入限度額 

① 接待飲食費基準額 

⑴①×50％＝7,228,000円 ★ 

② 定額控除限度額 

28,110,500円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 

8,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 8,000,000円  

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝20,110,500円 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 －答Ｄ15 － 

⑹ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程 

除却損過大計上（加算・留保）

1,500,000 円☆ 

ソフトウエア減価償却超過額（加

算・留保）252,000 円☆ 

 

 

 

 

 

１．機械装置 

⑴ 判断の根拠 

① 取壊し費用の見積り額500,000円は、当期において債務

未確定のため損金の額に算入しない。 

② 有姿除却として損金の額に算入することができる金額

は、取壊し直前の帳簿価額から処分見込可能額を控除した

金額であるため、3,800,000円(4,800,000－1,000,000)と

なる。 

⑵ 除却損過大計上 

(4,800,000＋500,000)－3,800,000＝1,500,000円 

２．ソフトウエア 

⑴ 判断の根拠 

① ホームページ製作費用のうち、広告部分については、支

出の効果がその支出日以後１年以上に及ばないため広告宣

伝費として一時に損金の額に算入する。★ 

② 購入注文受付部分については、ソフトウエアとして減価

償却を行うこととなり、無形減価償却資産であるため償却

方法は定額法となる。 

 ⑵ 償却限度額 

   270,000×0.200×
４

12
＝18,000円 

 ⑶ 償却超過額 

   270,000－⑵＝252,000円 
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Ｚ－72－Ｄ ラストスパート模試 第３予想〔第一問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 －答Ｄ1 － 

問１ 

設問１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 －答Ｄ2 － 

設問１（続き） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 －答Ｄ3 － 

設問２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 －答Ｄ4 － 

設問３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 －答Ｄ5 － 

問２ 

設問１0点） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 －答Ｄ6 － 

設問２ 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

点） 



Ｚ－72－Ｄ ラストスパート模試 第３予想〔第二問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 －答Ｄ7 － 

⑴ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程 

役員給与の損金不算入額（加

算・流出）10,440,000 円☆ 

 

１．過大役員給与 

  本問については、問題文より、過大役員給与としての損金不

算入額はない。 

２．Ａに対する給与 

改定前までは同額であるが、11月からの給与の改定は、通常

改定、臨時改定事由による改定及び業績悪化改定事由による改

定のいずれにも該当しないため、６月以降の定期同額給与とし

て認められる金額は月額1,440,000円となる。 

し た が っ て 、 (1,800,000 円 － 1,440,000 円 ) × ５ 月 ＝

1,800,000円は定期同額給与に該当せず、事前確定届出給与及

び業績連動給与にも該当しない。 

∴ 損金不算入額1,800,000円★ 

なお、４、５月分の月額1,440,000円については、通常改定

前であるため、定期同額給与に該当する。  

３、Ｂに対する給与 

改定は、期首から３月を経過する日までにされた改定であ

り、改定前で毎月同額、改定後で毎月同額の定期給与であるた

め、すべて定期同額給与に該当★する。 

４．Ｃ及びＥに対する給与 

毎月同額支給の定期給与であるため、定期同額給与に該当す

る。 

５．Ｄに対する給与 

定期給与の支給を受けていない役員であるが、甲社は同族

会社（乙社に発行済株式等の100％を所有されている。）であ

り、事前確定届出給与に関する届出もしていないことから、

定期同額給 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 －答Ｄ8 － 

⑵ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程 

過大使用人給与（加算・流出）

1,200,000 円★ 

仮払交際費消却否認（加算・留

保） 

340,800 円★ 

費途不明金否認（加算・流出）

4,800,000 円★ 

前払会費否認（加算・留保）

48,800 円★ 

交際費等の損金不算入額（加

算・流出）15,540,160 円☆ 

寄附金の損金不算入額（加算・

流出）22,287,550 円☆ 

Ｈゴルフクラブ会員権評価損否

認（加算・留保）2,700,000 円★ 

 

 

 

 

 

１．交際費等 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費  

   ※192,000＋8,834,400＝9,026,400円 

 ※ 
192,000

12
★＞5,000円  ∴ 接待飲食費 

② ①以外 

120,000＋1,648,800＋(21,321,600－8,834,400)＋240,000

＋17,760＝14,513,760円 

③ 合 計 

①＋②＝23,540,160円 

⑵ 損金算入限度額（接待飲食費基準） 

 ① 接待飲食費基準額 

⑴①×50％＝4,513,200円 ★ 

② 定額控除限度額 

23,540,160円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 

8,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝15,540,160円 

２．寄附金 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 －答Ｄ9 － 

⑵（続き） 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程 

 

 

 

 

⑶ 損金不算入額 

⑴④－⑴①－※⑴②－⑵①＝22,287,550円 

※ ⑴②＜⑵②  ∴ ⑴② 

３．その他 

 ⑴ 通常会費及び町内会費（夏祭り費用を除く。）は、損金の額

に算入される。特別会費については、その会費に係る行為が翌

期に行われているため、前払費用となる。 

 ⑵ Ｆは役員の親族であるため、特殊関係使用人に該当し、渡切

交際費は、Ｆに対する経済的利益の供与として、給与となる。

Ｆに対して支給した給与は、過大となるぎりぎりの金額である

ため、この渡切交際費は、過大給与として損金不算入となる。 

 ⑶ 預託保証金方式のゴルフ会員権について、法人税法上評価損

が計上できる災害等の事実は生じていないため、減損損失

2,250,000円は否認される。 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 －答Ｄ10 － 

⑶ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程 

機械装置Ｋ圧縮積立金認定損

（減算・留保）18,000,000 円★ 

器具備品Ｌ圧縮積立金認定損

（減算・留保）1,200,000 円★ 

圧縮特別勘定積立金認定損（減

算・留保）12,000,000 円★ 

機械装置Ｋ圧縮積立金積立超過

額（加算・留保）4,014,584 円☆ 

器具備品Ｌ機械装置Ｋ圧縮積立

金積立超過額（加算・留保）

654,000 円☆ 

圧縮特別勘定繰入超過額（加

算・留保）792,600 円☆ 

 

 

１．圧縮記帳 

⑴ 滅失経費の額 

① 機械装置 

(2,484,000＋828,000)×
27,000,000

82,800,000
＝1,080,000円 

② 器具備品 

(2,484,000＋828,000)×
4,800,000

82,800,000
＝192,000円 ★ 

⑵ 差引保険金等の額 

① 機械装置 

27,000,000－⑴①＝25,920,000円 

② 器具備品 

4,800,000－⑴②＝4,608,000円 

⑶ 保険差益金の額  

① 機械装置 

⑵①－8,658,000＝17,262,000円 

② 器具備品 

⑵②－4,062,000＝546,000円 

⑷ 圧縮限度額 

① 機械装置Ｋ 

⑶①×
※21,000,000円

 ⑵①
＝13,985,416円 

※ 21,000,000円＜⑵①  ∴ 21,000,000円 

② 器具備品Ｌ 

⑶②×
※⑵②

 ⑵②
＝546,000円 

※ 4,800,000円＞⑵②  ∴ ⑵② 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 －答Ｄ11 － 

⑶（続き） 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 －答Ｄ12 － 

⑷ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程 

器具備品Ｌ減価償却超過額（加

算留保）663,903 円☆ 

 

１．機械装置Ｋ 

⑴ 償却限度額 

 ① 普通償却 

(21,000,000－13,985,416)×0.250＝1,753,646円≧

(21,000,000－13,985,416) 

×0.07909＝554,783円   

∴ 1,753,646×
３

12
＝438,411円 

 ② 特別償却 

(21,000,000－13,985,416)×30％＝2,104,375円 

③ ①＋②＝2,542,786円 

⑵ 償却超過額 

1,800,000－⑴＝△742,786 

742,786円＜2,104,375円  ∴ 742,786円（１年間繰越）★

２．器具備品Ｌ 

⑴ 償却限度額 

(4,800,000－546,000)×0.333＝1,416,582円≧(4,800,000－

546,000)×0.09911 

＝421,613円   

∴ 1,416,582×
２

12
＝236,097円 

⑵ 償却超過額 

900,000－⑴＝663,903円 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 －答Ｄ13 － 

⑸ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・社外流出の別） 

計 算 過 程 

損金経理法人税（加算・留保）

36,000,000 円★ 

損金経理地方法人税（加算・留

保） 

3,708,000 円★ 

損金経理住民税（加算・留保） 

3,744,000 円★ 

損金経理納税充当金（加算・流

出）80,000,000 円★ 

納税充当金支出事業税等（減

算・留保）9,408,000 円★ 

損金経理附帯税等（加算・流

出）222,700 円★ 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 －答Ｄ14 － 

⑹  

試験研究費の特別控除額 計 算 過 程 

☆10,370,400 円 

 

試験研究費の特別控除～中小企業者等※の特別控除を選択する。

～ 

※ 当社は青色申告法人、かつ、期末資本金１億円以下であり、

大規模法人に支配されていないため中小企業者等 

⑴ 高水準制度の判定 

① 当期試験研究費 

34,720,000＋(32,800,000－2,832,000)＋(28,800,000－

7,632,000)－5,400,000 

＝80,456,000円 ★ 

② 平均売上金額 

751,958,400＋971,208,000＋1,085,256,000＋912,000,000

４

＝930,105,600円 ★ 

③ 試験研究費割合 

  
①

②
 

④ 判 定 

③≦10％  ∴ 適用なし★ 

⑵ 中小企業者等制度に係る税額控除割合 

① 当期試験研究費   

80,456,000円 

② 比較試験研究費  

82,792,800＋83,664,000＋91,036,800－3,960,000

３
＝

84,511,200円 

③ 増減試験研究費  

 ①－②＝△4,055,200 ★ 

63,674,584※×25％＝15,918,646 円 ★ 

※  255,000,000 ＋ 22,287,550 ＝ 277,287,550  →

277,287,000 円（千円 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 －答Ｄ15 － 

⑹（続き）  

  計 算 過 程 

  

 


